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1。　はしがき
　憲法改正の手続は，一般の法律制定の手続とことなって，厳しい手続規
定が設けられるのを普通とする．わが国憲法の場合は，第96条によると
各議院の総議員の三分の二以上の賛成という，特別多数決で改正の発議を
し，さらに国民投票に付して，その過半数の賛成を必要とするという，二
段階の手続を規定している．この方法は，各国憲法例をみても，かなり厳
しい部類に入る手続規定であるということができる．
　したがって，改正手続論の発展をみると，この条項の法理論的な解釈論
のほかに，その緩和を目的とした政策的な手続条項改正案が，現行法の批
判論の形で提案されている．たしかに共同意見書その他の改正論の諸見解
をまつまでもなく，一般論としても，上記のように，議会の特別多数決と
国民投票制を無差別に併用していることは，この憲法の改正を困難にはし
ているが，しかし，民主制原理を基調とするこの憲法の全体構造からみて，
改正手続にできるだけ国民の意思を反映せしめることは，必要な条件であ
る。したがって，改憲論の提案する改正手続緩和に方向ずけられた，別言
すれば，現行手続規定よりも，国民の意思の反映を減少せしめることが，
果して憲法のこの価値原理に適応しうるものであるかは，同じ改憲論の他
2の部分の改正意見の指向するものとにらみあわせて，慎重に検討されるべ
き問題ということができよう．
　改正手続論について，いま一つの問題点は，議会への改正案提出権の所在
である，このことは現憲法の”発議”という文言の解釈とともに，早くか
ら論議されてきたところであるが，今日では政府見解も，学説の多数意見
も，ともに改正案の提出権は議会にあると同時に内閣にもあることを認め
ている．しかし，そこに至る理由は論者によって微妙な違いがみられる．
また，今日のわが国の憲法保障の現状にてらして，内閣の憲法改正案提出
権を何らの抵抗もなく承認することは，若干の問題を残すように思われる．
さらにこのことと改正手続緩和論とをむすびつけて考察した場合，手続の
民主性の確保に一抹の不安がないでもないのである．
　一方，憲法改正に限界ありやの問題については，すでに明治憲法時代か
ら論議されていたところである．学説上，諸外国で無限界説が主流をなし
ているにもかかわらず，わが国では，明治憲法時代から今日まで，原理的
限界説が支配的である．明治憲法時代にIX国体”観念を法的地位に高める
役割を果したこの限界説が，国民主権の現憲法のもとで，なお主流の地位
を占めることは，今日の憲法状況と改憲論の方向とに関連して興味深い問
題を提供する．
　限界説を主張する学説の多数が，国民主権主義，恒久平和主義，基本的
人権尊重主義の三つの原理を，憲法の実定の規定中から引き出して，そこ
に原理的限界説を主張するにもかかわらず，今日まで改正諸案との対決
が，少くとも改憲問題の発展段階で顕在化しなかったのは，先きにのべた如
く，この理論が，君主主権のもとでも，国民主権のもとでも生きのびるこ
とのできた，政治性と抽象性をもっていることに起因するものであろう．
しかし，明治憲法から現憲法への移行を，革命の法理をもって代置し，限
界説の法理論としての正統性を温存したという過去の歴史が，もし将来に
おいてこの憲法の改正の際に反覆されるとすれば，限界説の果す役割は，そ
の限りで11空念仏”に終ることとなろう．ここにおいて限界説には別の重
3大な役割が，現時点において存在していることを知らなければならない．
　本稿では以上のように手続論における，提案権の所在の問題及び改正手
続緩和論さらに改正限界論等の発展過程とその特質について素描すること
とした．
　ところで，これら手続論，限界論の発展過程を知るには，現行憲法制度
の論理的究明の外に現実政治状況の認識を必要とするものである．それに
は，現実政治においてどのように憲法保障が進行しているかということと，
現憲法成立と同時におこった，憲法改正閲題の発展の経緯とその方向を理
解しておく必要がある．憲法保障の問題は，充分な立証なくして論断する
ことは避けるべきではあるが，少くとも憲法制定後今日まで，立法者意思
の風化現象がたえまなく続いているといえるのではないだろうか．この問
題はさらに次の機会にその検討を譲ることにして，ここでは，いま一つの
状況認識の場である，現憲法の改正論の発展の経緯とその方向について，
概観しておくことにした．
2．憲法改正問題発展の諸時期と方向
　憲法改正問題発展の経緯については，すでに多くの研究をみることがで
きるが，ここでは，問題発展の時期的段階の区分と，それぞれの時期にお
ける改正問題の方向を簡単に素描することとする．
　憲法改正問題が，いつ頃から論議されるようになったか，その始期につ
いては，論者によって異るであろうが，第一期はすでに，現憲法施行の前
後に位置ずけられよう．この時期は，昭和21年11月17日，極東委員
会が「憲法実施後1年より早くなく，2年より遅くない時期」に，新憲法
に関する情勢を，日本の国会に”再検討クせしめる方針を決定し（昭22．3．30各紙報道），
同24年にその必要のないことを宣言（昭24．4．30時事報道）したまでの期間である・
　この時期の改憲論は，一般に第二期以降のそれとは，まったくその性質
を異にするものとされている儲鷺診）搬講駿麗懇と詔）．たしかにその後
4の改憲論の中心的役割を果している，戦争放棄についての論争は，この時
期においては全く意識さえされていなかったし，極東委員会の提言にもか
かわらず，国会，政府ともに改憲問題についてはきわめて消極的℃あった．
しかもこの時期にあらわれた改憲論は，主として今日の憲法擁護の側にた
つグループによって主張せられ，その説くところも，現憲法よりさらに民
主的憲法への提言がなされた点で，全くその主張者グループと内容とにお
いて二期以降のそれとは異質なものであった．媛£護羅鞭饗顯犠塁
讐建騰轡喜鑑襲誰臨蒙驚右）。
　だが，この時期は，一方では占領政策が，旧制度の破壊作業縄騨縞務馨
鷹i）を続けると同時に，間もなく新たに生じてきた国際情勢の変化　　米
ソの対立一のもとで，種々の人権制限的・反憲法的政策に移行する
（公務員法改正，スト規制法，公安条例等）という二面性を有してきた．このような情勢の中では，改憲
論がさらに民主的憲法への改正を要求しながらも，その主張者達にとって
は，現実当面の権利闘争に焦点をおかざるをえなかった．したがって，こ
のような状態のもとでは，改憲論自体，主体性を欠き，むしろこの時期には，
それら権利闘争の中に，すでに憲法擁i護の闘争一今日の非改憲論の論理
を内包していたといえるのである僑套罫肇決畿甕塗築豆馨畢）．　かくして，第
二期以降ひきつづいて保守政権が存続し，その政策を基盤として，新たな
改憲論が拾頭したとしても，これら新たな改憲論と非改憲論の分野と，そ
の主張する内容の対立の繭芽は，すでに第一期にみることができるのであ
って，この質的連続性を無視することは，改憲論発展の段階の理解を不完
全なものとする．この時期に具体的に示された改憲案に，東大憲法研究会
案がある．この案における憲法改正手続条項改正についての提案は，のち
の改憲論に大きな影響を及ぼしたことで注目すべき改憲案である．
　昭和25年6月の朝鮮動乱勃発は，わが国の再軍備政策を顕在化せしめ
た．第二期をあるいはこの時期からとしてもよいが，しかしアメリカの反
共政策による日本の軍事基地化は，すでにそれ以前からすすめられ，特に
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憲法第9条解釈における，自衛権論争は25年のマ元師年頭所感前後にす
でに開始されているのである．したがってもし第二期を確定するとすれば，
おが国の独立の時期を中心に国際情勢の推移を背景とした，再軍備政策の
創始期と考えられる昭和24年後半から，昭和28年前半のMSA日米交
渉の開始前までとすることができる．
　この時期は，その後の憲法改正問題の始原的又は中心的役割を果してい
る，第九条論争の展開期である．したがって，この時期は，まず，第九条
論争を中心として，それまでの改憲，非改憲の立場と主張との模様替えが
行われ，さらに，わが国の独立は，改憲論者に自主憲法制定の意欲をもや
させ，単に第九条のみでなく，憲法の全面改正の意図をもたせるようにな
った．かくして，第三の時期に出現した，保守陣営からの多くの憲法改正
試案を生むために，現実政治において実質的基礎がためがなされた時期と
いってよい．
　第三期は昭和28年7月15日の，MSA日米交渉開始の時から，昭和
32年8月13日憲法調査会の発足の日までとする．MSA日米交渉開始に
よって，わが国の再軍備政策は，創始期から整備期に移行した．つまり，
昭和29年3月8日のMSA協定調印にょって，国際法上わが国の再軍備
を義務ずけ，防衛二法の成立（昭29．7．1）によって，自衛隊を発足せしめ，
わが国の再軍備は全く確立した．
　したがって，憲法第九条の解釈についての，政府のそれまでの態度に対
し，与党内からも批判がでて，わが国の再軍備について，明確な憲法的裏
付けを必要とすることが，主張されるようになった（賑潮離鱗醗慧舗
ll・3う．そして，吉田内閣から鳩山内閣への引き継ぎを機会に・はじめて政
府による，第九条を中心とした憲法改正の意図が表明された（昭29．3．12）．
　かくして，多くの憲法改正試案が，保守系政党及び団体によって発表さ
れ，憲法改正を主張する側の勢力と姿勢が明確となった・これらの改正案
の主なものをひろってみると，次の如きものがあげられる・日本国憲法改
6正案要綱嗅鴨麟欝），改進党憲法調査会報告書僕蝿戴蔀），憲法改正問
題自由討議資料催議嚢肇押躇器讐一次），新日本国憲法草案儒鄭難含ち．杢），憲法
改正の問題点（自民党憲法調査会，昭31．5．29），日本国憲法改正広瀬（第2次）試案（鵬雛囎
1欝・
　そして，それらを基礎とし，それらの主張の実現を目標として，憲法調
査会法が成立し（昭31．5．13），発足した．
　憲法改正問題は，第三の時期で一つの頂点を形成したが，その後憲法調
査会が発足してから，すくなくとも安保闘争の終了までは，改憲論そのも
のに積極的な動きはみられない．学者グループによる憲法問題研究会の発
足（野13うは一時的に憲法擁護の立場から改正問題を国民にアピールした
が，憲法調査会の活動は全くジャーナリズムの圏外におかれた．この時期
を第四期とする．ただこの時期に，政治問題は，二つの大きな事件によっ
て特色ずけられた．その一つは，岸政権下における日米安保条約改訂につ
いての，保守，革新の対立が激化し，ついに国会請願デモという未曽有の
大衆運動に発展したことである．いま一つは，伊達判決による米駐留軍の
違憲性が，最高裁判所によっで破棄された催1勾ことである．二つの事件
とも，わが国の防衛体制の対米依存についての問題の当否にあった．前者
は政府の強行改訂によって，後者は最高裁の駐留軍合憲判決によって，わ
が国防衛体制の対米依存の方針を確立した．
　このことは，その後のわが国の防衛論争に大きく影響し，すくなくとも
国会論争で駐留軍，自衛隊の違憲性が積極的に論ぜられることはなくなり，
新聞論調などにもその影響はみられた．しかし，一方憲法調査会は，漸次
調査結果の報告書が整理発表される段階に至って，憲法改正論争の表面に
でてくるようになった．とくに高柳会長の非改憲の立場の表明によって，
調査会内の多数を占める改憲論者との論戦が激化し，特に昭和38年後半
頃から，調査会が最終報告書を提出した昭和39年後半までの約1年間の
改憲，非改憲の論争は，高柳発言と，その反論を中心として推進してきた
といっても過言ではない．
7　安保闘争以後のこの段階を第5期とし調査会の最終報告書提出の時が，
改憲問題の第二の頂点を形成したといえる．
　第六期は，調査会の最終報告書をめぐる，精力的な批判論の氾濫期であ
る．だがこの段階は，現在進行中であり，国会や政府さらには改憲論者の
沈黙のため，今後どのように改憲問題が発展するかは，いましばらくの期
間を必要としよう．
　以上が，憲法改正問題発展の諸時期についての簡単なアウトラインであ
るが，改憲問題の方向もまた自らそこに示されていると思われる．少くと
も第二期以降の改憲論の方向が第9条を中心とした論議から，漸次全面改
正の方向に移行していることは，押しつけ憲法論にみられるごとく，自主憲
法制定の意欲によるものであって，現在憲法擁護の側にあるものもかつて
は主張した方向であった．が，現在の全面改正論の問題点は，このような
現憲法の制定理由の論議ではなく，まさに改憲論の内容そのものの検討に
あるのである．第三期以降にみられる各改正案及び調査会での改憲主張が，
すべて保守陣営に属することは，その理念構造において，明治憲法への復
帰現象を示している．これに対応して今日の政治現象における，憲法保障
の状況と相侯って，非改憲論者は革新陣営に集り，改正論発展の第一期に
おける権利闘争が，発展的に継承されてきている．この対立は政党的対立
として，かろうじて改正手続における革新陣営の3分の1確保によって・
改正への意図を阻止しているものの，現実政治の積重ね的憲法変遷は，非
改憲論にも大きな影響を与えつつある．そしてこのことは，改正手続論及
び限界論にも微妙な影響を及ぼしつつあることは否定できないのである・
3．改正手続緩和論の特質
　日本国憲法は，改正手続について第96条の一ケ条を設けている．その
手続は国会で3分の2以上の賛成という特別多数決制と・さらに加えて国
民投票による賛成を必要とすることから，きわめて厳しい・いわゆる硬性
憲法に類するといえる．このことは，憲法を改正しようとする側からすれ
8ば，大きな障壁となるものであり，当然他の部分の改憲論に附随して，憲
法第96条の手続条項改正を意図した，改正手続緩和論が主張されること
になるのである．
　改正手続緩和の主張は，すでに改憲論発展の第一期において，東大憲法
研究会の改正案の中にみられる．そこでは，参議院と衆議院との改正関与
権への疑問から，参議院の賛成を総議員の過半数とすること，及び国民投
票制の無差別採用の廃止などがあげられている．この案についてはのちに
のべることにして，いわゆる今日の改憲論における手続緩和のための提案
を，二，三の改正試案の中からひろってみることとする．
　自由党案（昭和29年11月9日）
　　（改正手続の）特別多数決と国民投票とは，その何れかの一つによる
　　こととする．
　改進党案（昭和29年11月10日）
　　　憲法改正は，各議院の三分の二以上の賛成で成立するものとし，参
　　議院の賛成が，二分の一以上に止まるときは，国民投票の過半数によ
　　り成立せしめる．
広瀬試案（昭和30年8月5日）
　　衆参両院いずれかの一院における賛成者が2分の1を超え，3分の
　　2に達しないときには国民投票に付するものとし，両院いずれも3分
　　の2以上の賛成を得たときは；国民投票を要しないものとする．
大西試案（昭和31年5月23日）
　　　この憲法の改正は，両議院が各々その総議員の5分の3以上の多数
　で可決したとき，又は衆議院がその総議員の5分の3以上の多数で可
　決し，参議院が総議員の過半数で可決した場合において，各議院の総
　議員の3分の2以上の出席ある両院合同会において出席議員の5分の
　　3以上の多数で可決したとき成立し，各議院が総議員の過半数で可決
　　したにとどまる場合においては，二年以後に行われる国民投票におい
　て，その過半数の賛成を得たとき成立する催襟認盤鵠麟密鍛雫螺）．
9　この外，昭和30年中曽根案，昭和32年広瀬（第二次）案，昭和34
年里見案，調査会における神川案，大石案等がある．これらを綜合してみ
ると，憲法改正手続は，国会での特別多数決（総議員の3分の2，但し大西，神川案では5分の3となっている）で可
決された場合には，国民投票を不要とし，国会で参議院の賛成が過半数に
止まるときは（大西，神川，大石案では，衆議院でも過半数とするが，少数説である），国民投票に付することにする．
　憲法改正の発議についての特別多数決制については，とくに衆議院優位
原則との関係で早くから疑問とされ，東大憲法研究会の改正案も，この
点を考慮に入れて，参議院での賛成が過半数の場合を国民投票に付
する条件とし・この案は・融進党案以後の改正案に大きく影響して
いる．学界においても，この点に対し同様の学説がある（清宮，憲法ユ［講座，p．318）．
しかし学説の大勢は憲法の硬性及び参議院の”貴族院とは異質の”国民代
表性から，憲法改正における国民意思の決定に法律案の場合のごとき，衆議
院優越原則を必要としないとする（宮沢，　コメソタールp790．　JI、木木（孝）憲法改正の手続と限界，ジュリストNo．300，　p．56）．
　だが特別多数決制そのものを検討すると，それが，果してどれほどの
「民意表明の要因に代置する力」があるかは予測できないことである以上，
改憲論者の特別多数決緩和論に対する反論にも大きな疑問がのこされるの
である僻臨聯麟欝雛糞諭・＊
　＊国会手続では，参議院の緊急集会での改憲発議・改憲案についての両院協議会，
　　発議の際の定足数及び「総議員」の基準は何かという問題が，それぞれ解釈に
　　ょって，憲法改正を弾力的にするか硬性にするかに分類されるが，これらは，
　　殆ど学説上の言静にとどまっている（芝禦欝騨難〉
　前記改憲諸案では，国会での特別多数決制を緩和もしくは過半数制にし
た場合に限り，国民投票による改正を認めている・このことは，国民投票
制をすべての手続に適用することの不合理と，さらには国民投票制そのも
のへの不信にもとずくものである．例えぽレーヴエンシュタイソの次のよ
うな発言がその基礎となっているように思われる．「日本の世論が未発達
であることを考えれば，両院で特別多数で可決された憲法改正案を何でも
国民投票にかけるというやり方が賢明かどうかについては，大いに疑問の
余地がある．このような制度は，政治教育が進んでいることを前提するも
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のであるが，現状はそうではないし，将来もかなり長い間，そういう状態
には達しないであろう＊」（陥鞍盆舗蝿甥離野翻．
　＊東大憲法研・究会案においても，国民投票制については同様であって，一般の投
　　票人が真に改正論点について判断する能力をもつかについて悲観的ならざるを
　　得ないという判断であった（劣最楚甲》讐落要手鰹男晶重護餐謝．
　　　なお，国民投票手続については，すでに昭和28年1月に自治庁が，「日本
　　国憲法改正国民投票法案を発表しているGと毫㌍忌警葎謬轟甲塁警警奪案）．
　共同意見書もいうように，たしかに一般論的には，憲法第96条の改正条項
による改正は厳格であり，また国民投票における一般投票人の意識に問題
があるとしても，「その建前を一一度の実験もこころみないで，ただ現
に改正が困難だという理由だけから　　さらに（手続を）後退させること
自体……きわめて問題である……」（芦部，前掲時報，p．153）のであって，そのことは，今
日のわが国の政治の実情に照らしてもいえることである．すなわち，「わ
が国においては，憲法の基本原理そのものがするどい政治的な対立の中に
おかれ，二大政党対立体制に必要な共通の広場を欠く．こうした社会的，政
治的基盤の上では，憲法の安定性を強く貫ぬく必要があるだろう．その意
味で，国会の発議について……表決の要件を緩和することは，かりに憲法
改正が国民投票をへて成立したとしても，改正憲法を不安定な政治的緊張
の中におく危険性がある」（芦部信喜，憲法改正国民投票制に関する若干の考察，国家学会雑誌，70巻9号，p98）からである．
　4．改正案提出権についての諸説
　憲法改正案の提出権については，憲法の規定からは明らかでない。国会
にあることはこの憲法の価値原理から自明のことであるが，内閣にもそれ
が認められるかどうかについては，早くから憲法第96条の11発議”とい
う文言の解釈論を通じて，学説上の対立がある（鵜賭経餐鵬醗蟹羅聚
鞭れ）．
　まず内閣に発案権なしとする見解として，次のものがあげられる．それ
は，のちにのべる積極説の根拠とする憲法第72条の議案の中に法律案が
ふくまれるとする考え方を否定して，「憲法上，法律の発案権を有しない
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内閣に，憲法改正案についての提出権がありうるとは考ええない」し，「改
正案の提出は，改正案の発議のきわめて重要な段階であり，実質的には，発
議される改正案の内容を決定しうるものであるから，その提出権も当然に
議員，各院に独占せしめるのが憲法の趣旨である」（鈴木安蔵，憲法概論，P．280）とする見
解である．これは憲法解釈として最も厳格な部類に入る．同じく内閣に提
出権がないとするも，憲法第72条一内閣法第5条によって法律案の提
咄権はあるが，憲法改正案の提出権はないとする説がある．例えば，「形
式的にみても，憲法改正については，別に章を設け，その当初から普通の
立法手続と異らしめており，かつまた，内閣法第5条は憲法72条をうけ
て”内閣総理大臣は，内閣を代表して内閣提出の法律案，予算その他の議
案を国会に提出し”と定めて……”法律案”が冒頭にでていることをみれ
ば，立法者は，ことの性質上，内閣には憲法改正案の発案権がないと考え
ていたものと推測されるのである」僕累：誰毯）．この説は前説と，次の第三
説との中間説とされている（和田，同P．18，小林前掲ジュリ，p．56）．
　これら消極説に対し，積極説は，憲法第72条　　内閣法第5条にその
根拠を求める鰐票塑論簾索穫蓉肇馨嶺騰蓬風鴇畜）．これが今日では多数説
とされている（美濃部，憲法概論，P．492，宮沢，新憲法と国会，　P．146，稲田，憲法提要，p．242，清宮，憲法要論．　p．73，佐藤，日本国憲法概説，　p．362等）・
　ところが，この積極説には，さらに次のことが付言される場合がある．
すなわち，「かりに，内閣の発案権が否認されたとしても，現在の制度で
は，内閣総理大臣及び過半数の国務大臣は，同時に国会議員たる資格をも
っていることが必要であり，実際は，大多数の閣僚が国会議員である場合
が多く，それらの者は，議員として発案権をもっているし，また，他の与党
議員から発案させることもできるので，実際の効果においてたいした変り
もないから，以上の論議はあまり実益がない」（羅：養醸）．そしてさらに，
　「憲法第96条の定める憲法改正手続の重点は，国民主権に基く国民投票
にあるのであって，原案の発案権の所在は，それほど重要な問題ではない
ということもできよう」（佐藤，概説p．363）という付言もなされる．
　この問題は，昭和31年の憲法調査会法が成立した際に，法理論的にも政治
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論的にも議論された．調査会法を違憲とする主張は調査会が内閣におかれ，
その任務として，日本国憲法に検討を加え，その結果を内閣を通じて国会
に報告せしめる儲撲）ことになったのは，内閣に憲法改正の発案権を認め
ることであって，違憲の疑いがあるとするものであった．もっとも調査会
は周知のようにその構成及びその後の運営にみる如く，純然たる調査機関
であり，その限りでこの論議はそれほど的を射たものではないようにみえ
る．けれども，この調査会の報告をうけて，内閣が憲法改正案を立案して，
国会に提出することになれば，消極説からみると，調査会活動そのものが
立案活動であり，したがって違憲なものとされる．
　ところで，発案権論議のうち内閣の手でも憲法改正が提案できると
する主張と，今日の改憲論者のいう手続緩和論とむすびつけて考えると
（もちろん現行法での改正で，両考が実際にむすびつくことはないか），　「憲法改正手続の重点は，国民主権に基く国民
投票にある」としても（緩和論では必ずしも，国民投票に重点をおいていない），果して，この論議が「実益が
なく」，「重要な問題ではない」といえるかどうか再考の余地があろう．
5．　憲法改正限界論の発展と特質
　フラソス人権宣言は，「人民はつねに憲法を再検討し，改革し変更する
権利を有する．一つの世代は将来の世代を，その法にしたがわせること嫡
できない」（簗28）とのべてピる．憲法改正は，この権利の発動であると考え
られた．したがって，憲法改正が，憲法の定める法的作用であっても・そ
れは単なる手続上のものにすぎず，そこで行使される権限は・憲法制定権
力と等質のものであり（溜懸゜鵠吾言認識謬蒲惣器舞暴1潟・法的限界
は存しない．この思想はその後，今日に至るまで憲法改正に限界は存しな
いとする各国の通説の基礎となっている．それはさらに憲法規定中その変
更を禁止する場合も，そのような規定は政治的希望の宣言にすぎず，また
憲法欄の中で特定のもの敵正できなし・という説範の上下秩騨存在
しないとか，さらに憲法規範も究極には相対的規範であり，社会の進化の
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前には絶対的なものではないから憲法改正権が，制定者の意思によっ
て左右されることはありえないなどの思想的背景をもつに至っている
（撰舗舗警錨蕊蠣難1。畿臨譜～謙黙臨、K31容灘’妻｝｝署鰭喜糠譲鍋灘
蝕鞭霧，）．
　このような世界的趨勢（鶯響鑛誇樂畿：藤編ミf艦混諺莞雑鱗鷺
難と護毘うの中で，ひとりわが国だけは，明治憲法時代から，限界説が，学
説の主流を占めている．無限界説はわずかに今日では大石教授佼奪あ藤懇
響鴛12），佐々木博士憔欝論難誓鞭2詣現），結城教授礎籍：醗難縷骸
雛論．甕）等の諸論文が掲げられるにとどまっている．さらに，今日の憲
法改正問題の論議において，改憲論者と非改憲論者との間で具体的な争点
にもなっていないので（調査会でも若干この点はとりあげられたことはあってもきわめて抽象的で，具体的改正案を対象とした論議に至っていない）慮法改
正限界論の検討は，限界ありとする側の抽象的学問的論議の展開とその特
質の究明にあるといえる．
　わが国の憲法改正限界説が学説の主流を占めるに至った理由は，二つの
ことがあげられる．その一つは，明治憲法時代にすでにわが国に紹介され
たC．シュミットの原理的限界説による支配である．いま一つは現憲法を
改正すべしとする論者の改正主張の方向に対する反綴現象であり，それは
多分に政治的である．
　憲法改正に限界ありとする理論は，すでに学説上では明治憲法時代に確
立していたといえる．それは主としてワイマール憲法下で，C．シュミット
によって主唱された理論，一つまり憲法は政治的決定の帰結であり，憲法
の基礎たる政治的決定自体を憲法改正によって変更することはできないと
する理論に負うものであった（鵜泌濾諜繍冨難餓論饗嘔鶏卑霧轡羅
馨鯉あ皇義嚢雲撃躍鍛劉緊禦こ）．そして，学説としての論理はともかく，こ
の限界説は，わが国の「国体」観念の法理論的希求と一致したことによっ
て，多数の踏襲するところとなったのである（小島，前掲p　278）．
　この理論は，日本国憲法成立の法理をめぐる論争において崩壊するかに
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みえたが，そこでは，憲法の改正を政治的，事実的改正と法理論的改正と
を区別することによって～つまり君主主権から国民主権に移行した明治
憲法から現憲法への改正は，新たな法の制定であり（革命の法理），限界論的
改正の法理に従うものではないとすることによって，理論それ自体の正統
性は維持され，新たな国民主権主i義のもとでの適応性を確保したのである．
　現憲法になってから，初期の段階では，原理的限界説はまだ充分な適応
性を回復していなかった．この時期には，いわゆる文言的限界説があった．
そのいうところは，憲法に実定的に禁止的文言のある部分は，改正するこ
とはできないとするものである＊．
＊これちの規定として，まず前文の第一項「そもそも国政は，国民の厳粛な信託
　によるものであって，その権威は国民に由来し，その権力は国民の代表老がこ
　れを行使し，その福利は，国民がこれを享受する．これは人類普遍の原理であ
　り，この憲法は、かかる原理に基くものである．われらは，これに反する一切
　の憲法……を排除する」
　　第9条第1項「日本国民は，正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求
　し，国権の発動たる戦争と，武力による威嚇又は武力の行使は，国際紛争を解
　決する手段としては，永久にこれを放棄する」
　　第11条第2項「この憲法が国民に保障する基本的人権は，侵すことのでぎな
　い永久の権利として，現在及び将来の国民に与えられる」．
　　第97条「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は，人類の多年にわたる
　自由獲得の努力の成果であって，これらの権利は，過去幾多の試錬に堪え，現　v
　在及び将来の国民に対し，侵すことのできない永久の権利として信託されたも
　のである．
　だがこれらの規定の内容は，究極的にはこの憲法の基本的な価値原理を
表明しているものであるところから，単に「将来の」とか「永久に」とか
の文言に拘束されることなく，この憲法の基本原理の一つ一つとして理解
されるものであった気したがってそれらはいってみれば国民主権主義，恒
久平和主義及び基本的人権尊重主義というこの憲法の基本原理であり，そ
れらに反する改正はできないという主張に変ってくる．かくして文言的限
界説は国民主権主義のもとで原理的限界説の蘇生を助ける役割を果した．
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　しかしこのように憲法原理にもとずく限界説は，それが抽象的性格をも
っていることから，具体的に憲法規定と対決した場合，論者によって何を
もってこの憲法の原理とするか，またその原理によって憲法のいかなる部
分が改正不可能とされるかについて相違が生じる．一般には先に掲げた三
つの原理が主張されるが，例えば，清宮教授は前文の文言から，日本国憲法
は民主制の原理を採用しているとし，この民主制の原理を根本規範，憲法の
憲法とみて，この原理に矛盾する内容のものは改正できないとする（離と．
砦24）。また宮沢教授は憲法改正権に対してみとめられる限界は，その憲法
改正権のよって立つ基礎たる原理一国民主権の原理一だけと見るのが
正当である（宮沢・コメソタール，　P．789）とする．
　またこの理論の適用として，恒久平和主義を限界の一つに数えるとして，
第九条の改正による再軍備の問題では，微妙な相違をみせている，例えば
平和主義の原理をつらぬくためには，自衛のためでも軍隊の保有を認める
改正はゆるされないとする主張に対して，佐藤教授は第九条第一項は改正
できないが，第二項は「平和主義そのものの具体化の方法に関する規定」
であるから改正できるとし像臨謄難），また宮沢教授は戦争の放棄は「た
しかにその核心的原理だと考えなくてはならず，その根底にある平和主義，
国際主義はもちろん憲法改正権の範囲外にあるものといわなくてはならな
いが」，今日の国際的趨勢から自衛戦争や制裁戦争のための軍備保有の憲
法改正は可能であるとする（瑚：長猛り．
　このように原理的限界説は，内容において若干の相違はあっても限界説
の大勢を占めているが，この外にも二，三の特殊な限界説があげられる・
まず憲法第98条2項の解釈と条約優位説とにたって，条約及び確立され
た国際法規に反するような改正はできないとする儘蟹25～6）・しかしこの説は
憲法優位説を主張するものに対する説得力を欠いている．次に田畑教授の
説く憲法改悪不可能説がある．それによると憲法は進歩的な改変のみが改
正であって，これに逆行する場合は改悪であり，そのような改悪は法理上許
されないとする（里懲灘藷翻藷翻臨鷹濁・がしかし・れは・歴
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史の方向に向って改正されることはのぞましいが，進歩的であることが具
体的に何であるか，またそれを誰が決定するかということを考えると，特
定の人が独断的にこれが進歩的であると決定するような結果にもなり，賛
成する人は少い．
　第三に前文全体が改正の限界に入るとする説である．そのいう所は前文
はこの憲法の基本原理を宣言しているからであるということにある．だが
これには，一字一句改正できないとするものと（鈴木，日本国憲法概論，P．92），そこまで厳格
に考える必要はないとするものとがある（謂42g）．
　憲法改正に時期的な制限を設けた例は，フランス第四共和国憲法（第94
条）や明治憲法（第75条）にあるが，日本国憲法の場合，いわゆる限界
支持者の間では殆んど論ぜられていない．むしろ，この問題は改憲論者の
憲法草案の中にとりあげられている．例えば昭和31年大西案では「戒厳
の布告されている間，または外国の軍隊により国土の全部または一部が占
領されている問は，憲法の改正を禁止する」旨の制限をおくことを主張し
ている．しかしこの議論はあまり発展をしていない．
　さらに憲法の全面改正は許されないという考え方もある．それは第96
条に第2項では憲法改正が「この憲法と一体をなすものとして公布」され
ると規定していることは，これはアメリカ憲法におけるAmendment流
の形式をとるものであり，そうだとすれば，この規定から，第96条は全面
改正を予定しているものではない」，というのである（小島，前掲P．279）．通説はそう解
すべき根拠はないとしている（宮沢，コメンタール，P．797）．
　最後に，改正手続条項を改正することはできないとする説がある．この
説を最も強く主張する清宮教授によると「改正規定は，憲法制定権にもと
ずくものであって，憲法改正権にもとつくものではなく，改正権者が自身
の行為の根拠となる改正規定を同じ改正規定にもとずいて改正することは，
法理論的に不可能であるばかりでなく，改正権者による改正規定の自由な
改正を認めることは，憲法制定権と憲法改正権との混瀟となり，憲法制定
権の意義を失わしめる結果となるからである」（醜譜豹この説に対して
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は，他の限界説に比して最も法理論的要求を満しているという評がある
（小林（孝前掲P．）5，）．　　　　　・
　さて以上のように憲法改正に限界ありとする主張は，主として今日の改
憲問題の批判的立場に立って，なされる場合が多い．しからば，憲法改正
限界説は，現実政治において限界を超えた改正の問題にどのように対処す
るかの具体的態度が今日の時点で当然要求されよう．もし「これがいかな
る方法でも問題とならないならば，法理論としての限界論は無意味となろ
う．法的には無効だが，事実としては有効という事態も予想しうる点は，
まさに限界論の泣きどころでもあるが，もしそれが実際政治の上でどうに
もならぬとすれぽ，憲法政治は崩壊するだろう」（小林（孝前掲P．）57）ことは明らかだ
ろうからである．例えば明治憲法から現憲法への移動過程で，君主主権か
ら国民主権への原理的変遷は，まさに原理的改正限界の枠を超えるもので
あったが，ポツダム宣言は，この説の「正統性」を救済した．すなわち，
ポツダム宣言の受諾という政治的事実と，その内容において非民主的なも
のから民主的なものへの移動があったことで，法的には，明治憲法の改正手
続によって改正されたにもかかわらず，ポツダム宣言受諾を革命の法理で
処理し，改正限界説はその正統性を維持することができたのである．しか
し，今日の改憲論の主張する憲法改正の内容が，限界説の側からみれば，
まさに逆コースを指向していることは，この説の「正統性」を救済する道
を封じている感がある．このように考えると，一般に限界説は「多分に政治
的要請をもち，歴史的背景をもった理論」（黒田覚，憲法改正の限界性，法学セミナー62号，p．15）としての
性格がさらに鮮明になるといわなければならない．しかし，限界説が政治
的であり歴史的であればある程，その果すべき役割は，将来の憲法ではな
く，存在する憲法の事実的変遷に対処することでなければならない．それ
はいってみれぽ，政治における憲法保障の現実との対決にほかならないの
である．
